






















































HSEに関する労使協議
当社では保安活動の一環で、1970年～2013年まで労

働組合との労働協約に基づき、保安に関する労使間の協議

の場として「中央保安会議」を毎年2回開催しました。

2014年からは保安活動がHSE活動に移行したことか

ら、会議名称も「中央HSE協議会（2014年は仮称の中央保

安協議会）」に変更して毎年1回開催しています。

2014年中央保安協議会での協議事項は以下のとおりで

した。

● 発生した人身事故災害について
● 発生した重大ヒヤリについて
● 国内HSE-MSの運用状況について
● 保安にかかわる操業要員の教育について

HSE-MS監査
■ 国内
国内事業所・事業場におけるHSE-MS監査は法令に基づ

く義務監査ではなく、事業者による自主的な監査です。

HSE-MS監査の考え方は、現場の実態に即した事業者

の主体的なH、S、Eに関する継続的な改善を義務付けるこ

とにより、災害・事故を防止しようとするものです。

当社もHSE活動の重要性を認識し、継続的改善を心が

けながらHSE活動の強化に努めており、そのひとつとして

HSE-MS監査を実施しています。同監査は、国内HSE-MS

マニュアルで定めているHSE管理体制、HSE委員会、HSE

方針に基づくHSE推進活動、リスクアセスメント、HSE教

育、災害時の対応、事業

者が講ずべき措置、そ

の措置の評価と見直

し、HSE記録などが遵

守されているかを確認

することを目的として

年1回実施しています。

■ カナダオイルサンドプロジェクト
2014年9月、カナダ アルバータ州カルガリー市に本社のあ

るJACOSが操業するHangingstone拡張開発プロジェクトで

HSE監査を実施しました。

今回の監査はJACOSのHSE関連書類のみでなく、同プロ

ジェクトの施設建設工事に携わるプライム・コントラクター（2

社）のHSE関連書類も対象にして実施しました。

その結果、いくつか是正すべき点が見受けられたため、改

善要求し、JACOSはこれに対応しています。この点について

は2015年に実施する

監査において確認す

る予定です。また、併

せて2014年の監査で

カバーできなかった

HSE-MS項目につい

ても監査対象とする

予定です。

■ カンゲアンプロジェクト
2014年8月に、インドネシア ジャカルタ市にある

Kangean Energy Indonesia Ltd.（KEI）本社において、

同社が操業する東ジャワ州カンゲアン鉱区のパゲルンガン

ガス田にかかわるHSE監査を実施しました。

今回の監査はジャカルタ本社での紙面上の監査でした

が、同社が策定しているHSE関連書類に基づいて、作業が

進められていることを確認しました。

2015年は、実際に作業が実施されているパゲルンガン

ガス田の操業現場に出向いて、HSE関連書類に基づく安

全管理体制が適

切に確保された上

でプロジェクトが

推進されているか

どうかについて、

監査を実施して確

認する予定です。

企業文化としてのHSE

HSE監査（JACOS）

HSE監査（KEI）

HSE-MS監査（申川鉱場）
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森林整備活動
当社は、2005年度から地球温暖化の防止を図るための

二酸化炭素削減貢献策として、植林・森林整備活動を行っ

ています。植林は当社事業所がある北海道、秋田県および

新潟県で実施し、植樹した苗木が立派に生長するよう維持

管理を徹底し、森をよみがえらせるよう努力しています。

せきゆかいはつ モラップの森
場所 : 北海道苫小牧市支笏湖周辺 約7.6ha

期間 : 2006年から3年間

対象 : 針葉樹（アカエゾマツ・トドマツ）約11,000本

せきゆかいはつ ゆりの森
場所 : 秋田県由利本荘市鳥海山北麓 約4.5ha

期間 : 2005年から3年間

対象 : 広葉樹（ブナ・コナラ・エゾヤマザクラ・ヤマモミジ等）
および針葉樹（スギ）合計約8,000本

せきゆかいはつ 縄文の森
場所 : 新潟県長岡市西部丘陵東地区 11.9ha
（植樹対象地等4.9ha、付帯森林7.0ha）

期間 : 2007年、2010年、2014年の3年間

対象 : 広葉樹（ケヤキ・エノキ・ナナカマド・ヤマモミジ等）
約10,000本

せきゆかいはつ 千年松の森
場所 : 新潟県北蒲原郡聖籠町 約6.4ha

期間 : 2007年から3年間

対象 : 針葉樹（アカマツ）および広葉樹
（エノキ・カスミザクラ等）合計約14,800本

当社は、国内外におけるすべての石油・天然ガスの探鉱、

開発、生産活動、その他プロジェクトの実施に際し、法定の

調査のみならず必要に応じて自主的な環境影響評価を行っ

た上で計画を策定する他、定期的な見直しやモニタリング

を通じて、生物多様性への影響の低減に努めています。

2014年度の主な実施活動

JACOSにおける野生動物の監視活動等

植生を含む自然環境のモニタリングに加え、絶滅危惧

種であるWoodland Caribou他、野生動物のモニタリン

グ調査を実施し、生活環境に与える影響を最小限にとど

めるとともに、人間活動や森林火災により失われた生息

域を復元する取組みを実施しました。

武佐岳周辺地域において鳥類の調査を実施

国の天然記念物であるシマフクロウをはじめ、猛禽類、

一般鳥類の生息状況の調査を継続し、影響が限定的である

ことを確認しました。

相馬LNG基地建設にかかわる生態系影響調査を実施

陸上の動植物および海生生物の生息状況・生態系につ

いて調査し、影響がほとんどないことを確認しました。

生物多様性・生態系保全

企業文化としてのHSE

第3期縄文の森植樹祭（新潟県長岡市関原町）

モニタリングカメラが捉えたアメリカグマ
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■ 目標管理制度
変革に取り組む強い意志を持った従業員が、柔軟な発想

と創意工夫を持って業務に取り組み、公正で働きがいのあ

る職場を実現するために、人事制度の改定を実施しました。

その一環として2014年度より、目標管理制度を導入し、上

司、部下のコミュニケーションの活性化を図り、それぞれが

チャレンジングな目標をコミットすることを通じて、目標の達

成に向けた自律的で積極的な取組みを推奨しています。

さらに、PDCAサイクルをしっかりと回して、目標に対す

る実現状況を確認し、必要な改善や早めの対策への支援を

行うことにより、個人の能力やキャリア開発に寄与できるよ

う制度運用に努めています。

■ 福利厚生
当社は、従業員の転勤または結婚等に備え事業所ごとに

世帯者用社宅および単身寮を保有しており、従業員の生活を

サポートしています。（一般社宅3棟、単身寮8棟、合計11棟）

また、東京地区の世帯者用社宅内にはすべての従業員（海

外駐在員の出入国時、または一時帰国時の利用を優先）が多

目的に利用できるゲストルーム（生活家電、調理器具および

食器等備付け）を用意しており多くの方に利用されています。

他に、従業員それぞれのニーズに合わせて選択・利用する

ことができる福利厚生会員サービスの導入などを行ってい

ます。

■ 労働組合とのコミュニケーション
当社では、労使間の日常的、積極的な対話により相互理

解と信頼に基づく健全な労使関係を構築しています。

労働組合とは定期的に議論する場として、中央生産協議

会（経営に関する事項）、中央HSE協議会（従業員の安全、

事故や災害に関する事項）、人事諸制度労使調査委員会

（人事諸制度検証や改善に関する事項）を設けています。

また、各鉱業所でも生産協議会や保安会議を開催し、地

域単位での積極的な意見交換も行っています。2012年3 

月には労働時間の適正管理と効率化の推進のため、「労働

時間の適正管理に関する労使共同宣言」を行いました。

さらに、2014年度より導入した目標管理制度を有効活用

するため、労使間での忌憚ない意見交換を行い、協力して社

内への浸透に努めています。

なお、当社の従業員は、JEC連合・石油開発労働組合を組

織しており、2015年3月末現在の組合員数は694人（当社

在籍者で、関係会社等への出向者を含む）で、組合員比率

は62.1％です。

一般社宅 単身寮

東京地区 100戸（武蔵野市） 84部屋（調布市）

北海道地区 ― 84部屋（苫小牧市）

秋田地区 ― 63部屋（秋田市、男鹿市）

新潟地区 29戸（長岡市）105部屋（長岡市、新潟市他）

※ この他、必要に応じて各所にて借上社宅（賃貸物件）を提供しています

 当社の社宅/単身寮 2015年3月31日現在
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❸人材育成・訓練
■ 方針およびキャリア開発制度
当社は、社員一人ひとりの自己実現や充実した職業生活

を支援し、効果的な能力形成を行うため、2014年度より

「キャリア開発制度」をスタートしました。国内外で事業を

強力に推進するためには、主に、戦略策定や事業推進を行う

「グローバルリーダー人材」、機能別組織をマネジメントする

「ビジネスリーダー人材」、高い専門性により事業貢献する

「高度専門人材」の3つの人材が求められます。このような

人材は「キャリア開発ガイドライン」に基づき、上司との定

期的なキャリア開発面談や、目指す人材像に至るための

キャリア開発コースの選択を通じて、上司の支援の下、経験

と学習を社員自身が主体的に進めていくことで育成を目指

します。

これらの仕組みにより育てられた能力の高い人材群が、

それぞれの強みを活かして事業拡大の原動力となり活躍す

ることが期待されます。

■ 教育プログラム
個人のキャリア開発を支援するため、部門ごとに実施し

ている専門教育の他、全社共通の教育プログラムを展開し

ています。将来像を自主的に設計するためのキャリアデザ

イン研修、階層ごとの役割意識を高めるキャリアステージ

研修、基本的なビジネススキルを強化するeラーニング、海

外業務に対応できる人材層を厚くするための英語教育や

海外留学・海外研修等があります。また、リーダーシップや

交渉力を含む総合力を身に付けた人材を育成するための

選抜型研修にも取り組んでいきます。

 TOEICスコアの平均

 2014年度 キャリアステージ研修受講者数

 研修体系図（部門別専門研修を除く）

年度
2013年度末 2014年度末

スコア
保持者数 スコア平均 スコア

保持者数 スコア平均

大学出身者 467人 691 482人 701
専門学校・
高校出身者 320人 274 333人 279

実施回数 人数
新入社員研修 1 31
プレーヤー研修（若手社員） 4 36
メインプレーヤー研修（中堅社員） 2 35
マネージャー研修（管理職） 1 21
合計 8 123
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お問い合わせ先

石油資源開発株式会社
経営企画部 CSR推進グループ

〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号
Tel : 03-6268-7040 Fax ： 03-6268-7302


